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本号で公布された条例のあらま本号で公布された条例のあらましし

◎ 宮崎県高千穂線鉄道施設整理基金条例（条例第37号）

１ 制定の理由及び主な内容

高千穂鉄道（株）が所有していた鉄道施設のうち、沿線自治体が寄附を受けたものの撤去に要する費用に充てるため、宮崎

県高千穂線鉄道施設整理基金を設置することとしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において規則で定める日から施行することとしました。

◎ 宮崎県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例（条例第38号）

１ 改正の理由及び主な内容

特定非営利活動促進法の改正に伴い、特定非営利活動法人の社員総会における議案に対する意思表示の手段に電磁的方法を

追加するため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（条例第39号）

１ 改正の理由及び主な内容

平成20年の人事委員会勧告等を踏まえ、職員の給与改定等を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行することとしました。

◎ 職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例（条例第40号）

１ 改正の理由及び主な内容

独立行政法人国際協力機構法の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第41号）

１ 改正の理由及び主な内容

日南市、北郷町及び南郷町が合併し新たな日南市が設置されることに伴い、関係規定の整備を行うとともに、水道法に基づ

く簡易専用水道施設への立入検査など知事の権限に属する事務の一部について、取扱いを希望する市町村に移譲するため、所

要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日



宮 崎 県 公 報平成 20年 12月 24日（水曜日） 号外 第 68号

害 2害

この条例は、一部の規定を除き、平成21年４月１日から施行することとしました。

◎ 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（条例第42号）

１ 改正の理由及び主な内容

政治資金規正法の改正に伴い、政治団体の収支報告書等の写しの交付に係る手数料の新設を行うため、所要の改正を行うこ

ととしました。

２ 施行期日

この条例は、平成21年１月１日から施行することとしました。

◎ 道路占用料徴収条例の一部を改正する条例（条例第43号）

１ 改正の理由及び主な内容

地価下落等経済情勢の変化等を踏まえ、道路占用料の額の改定等を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、平成21年４月１日から施行することとしました。

◎ 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（条例第44号）

１ 改正の理由及び主な内容

産科医療補償制度の創設等に伴い、分娩料の見直し等を行うこととしました。
べん

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（条例第45号）

１ 改正の理由及び主な内容

平成20年の人事委員会勧告等を踏まえ、副校長等の新たな職の設置並びに義務教育等教員特別手当及び教員特殊業務手当の

改定に伴い、給料表の改正や関係規定の整備等を行うこととしました。

２ 施行期日等

副校長等の新たな職の設置による改正は平成21年４月１日から、義務教育等教員特別手当の改定による改正は平成21年１月

１日から施行することとしました。また、教員特殊業務手当の改定による改正は、公布の日から施行し、平成20年10月１日か

ら適用することとしました。

条条 例例

宮崎県高千穂線鉄道施設整理基金条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第37号

宮崎県高千穂線鉄道施設整理基金条例

（設置）

第１条 高千穂鉄道株式会社が所有していた施設のうち、延岡市、高千穂町及び日之影町（以下「沿線自治体」という。）が寄附を受けた

ものの撤去（トンネル坑口の封鎖を含む。以下「不要施設の撤去」という。）に要する費用に充てるため、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第 241条の規定に基づき、宮崎県高千穂線鉄道施設整理基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金は、県及び沿線自治体が拠出する資金をもって積み立てる。

２ 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、県債証券その他最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金の管理に要する経費の財源に充てるほか、基金に編入する

ものとする。

（繰替運用）

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。
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（処分）

第６条 基金は、沿線自治体が行う不要施設の撤去に要する費用に対する補助の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分するこ

とができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。

宮崎県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第38号

宮崎県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

宮崎県特定非営利活動促進法施行条例（平成10年宮崎県条例第26号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第39号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（役員の住所等を証する書面）

第２条 ［略］

（電磁的方法）

第２条の２ 法第14条の７第３項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって条例

で定めるものは、次に掲げる方法とする。

（１） 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げる

もの

ア 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子

計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録された情報の内容を電気通信回線を通じて情報の提供を受

ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方

法

（２） 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を

確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル

に情報を記録したものを交付する方法

２ 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力す

ることにより書面を作成することができるものでなければならな

い。

（役員の住所等を証する書面）

第２条 ［略］

改正後改正前

（初任給調整手当）

第５条の２ 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当

該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第１号及び第２号に

掲げる職に係るものにあっては採用の日から35年以内、第３号に

（初任給調整手当）

第５条の２ 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当

該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第１号及び第２号に

掲げる職に係るものにあっては採用の日から35年以内、第３号に
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（企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第２条 企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和31年宮崎県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

掲げる職に係るものにあっては採用の日から５年以内の期間、採

用の日（第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあっては、採

用後人事委員会規則で定める期間を経過した日）から１年を経過

するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給する。

（１） 医療職給料表（一）の適用を受ける職員の職のうち採用によ

り欠員の補充が困難であると認められる職で人事委員会規則で

定めるもの 月額41万 900円

（２）・（３） ［略］

２・３ ［略］

（通勤手当）

第５条の９ ［略］

２・３ ［略］

４ 前項の規定は、職員以外の地方公務員、国家公務員又は沖縄振

興開発金融公庫その他その業務が国の事務若しくは事業と密接な

関連を有する法人のうち人事委員会規則で定めるものに使用され

る者（以下「職員以外の地方公務員等」という。）であった者か

ら引き続き給料表の適用を受ける職員となった者のうち、第１項

第１号又は第３号に掲げる職員で、当該適用の直前の住居（当該

住居に相当するものとして人事委員会規則で定める住居を含む。

）からの通勤のため、特急列車等でその利用が人事委員会規則で

定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するものであ

ると認められるものを利用し、その利用に係る特別料金等を負担

することを常例とするもの（任用の事情等を考慮して人事委員会

規則で定める職員に限る。）その他前項の規定による通勤手当を

支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして人

事委員会規則で定める職員の通勤手当の額の算出について準用す

る。

５〜７ ［略］

第８条の３ ［略］

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下

「一時差止処分」という。）を受けた者は、行政不服審査法（昭

和37年法律第 160号）第14条又は第45条に規定する期間（当該一

時差止処分を受けた者が職員の場合にあっては法第49条の３に規

定する期間）が経過した後においては、当該一時差止処分後の事

情の変化を理由に、当該一時差止処分をした者に対し、その取消

しを申し立てることができる。

３〜６ ［略］

掲げる職に係るものにあっては採用の日から５年以内の期間、採

用の日（第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあっては、採

用後人事委員会規則で定める期間を経過した日）から１年を経過

するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給する。

（１） 医療職給料表（一）の適用を受ける職員の職のうち採用によ

り欠員の補充が困難であると認められる職で人事委員会規則で

定めるもの 月額30万 6，900円

（２）・（３） ［略］

２・３ ［略］

（通勤手当）

第５条の９ ［略］

２・３ ［略］

４ 前項の規定は、職員以外の地方公務員、国家公務員又は公庫の

予算及び決算に関する法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定

する公庫その他その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を

有する法人のうち人事委員会規則で定めるものに使用される者（

以下「職員以外の地方公務員等」という。）であった者から引き

続き給料表の適用を受ける職員となった者のうち、第１項第１号

又は第３号に掲げる職員で、当該適用の直前の住居（当該住居に

相当するものとして人事委員会規則で定める住居を含む。）から

の通勤のため、特急列車等でその利用が人事委員会規則で定める

基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するものであると認

められるものを利用し、その利用に係る特別料金等を負担するこ

とを常例とするもの（任用の事情等を考慮して人事委員会規則で

定める職員に限る。）その他前項の規定による通勤手当を支給さ

れる職員との権衡上必要があると認められるものとして人事委員

会規則で定める職員の通勤手当の額の算出について準用する。

５〜７ ［略］

第８条の３ ［略］

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下

「一時差止処分」という。）を受けた者は、行政不服審査法（昭

和37年法律第 160号）第14条又は第45条に規定する期間が経過し

た後においては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当

該一時差止処分をした者に対し、その取消しを申し立てることが

できる。

３〜６ ［略］

改正後改正前

（単身赴任手当） （単身赴任手当）

第５条の２ ［略］ 第５条の２ ［略］

２ 職員以外の地方公務員、国家公務員又は公庫の予算及び決算に ２ 職員以外の地方公務員、国家公務員又は沖縄振興開発金融公庫

関する法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定する公庫その他 その他その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法

その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法人のう 人のうち管理者が定めるものに使用される者であった者から引き

ち管理者が定めるものに使用される者であった者から引き続き職 続き職員となり、これに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他

員となり、これに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の管理 の管理者が定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者

者が定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居 と別居することとなった職員で、職員となった直前の住居から職

することとなった職員で、職員となった直前の住居から職員とな 員となった直後に勤務する公署に通勤することが通勤距離等を考

った直後に勤務する公署に通勤することが通勤距離等を考慮して 慮して管理者が定める基準に照らして困難であると認められるも

管理者が定める基準に照らして困難であると認められるもののう ののうち、単身で生活することを常況とする職員（任用の事情等

ち、単身で生活することを常況とする職員（任用の事情等を考慮 を考慮して管理者が定める職員に限る。）その他前項の規定によ

して管理者が定める職員に限る。）その他前項の規定による単身 る単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認めら



宮 崎 県 公 報 平成 20年 12月 24日（水曜日） 号外 第 68号

害 5害

赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるも れるものとして管理者が定める職員には、同項の規定に準じて、

のとして管理者が定める職員には、同項の規定に準じて、単身赴 単身赴任手当を支給する。

任手当を支給する。

（単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第３条 単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年宮崎県条例第28号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（単身赴任手当） （単身赴任手当）

第４条の６ ［略］ 第４条の６ ［略］

２ 職員以外の地方公務員、国家公務員又は公庫の予算及び決算に ２ 職員以外の地方公務員、国家公務員又は沖縄振興開発金融公庫

関する法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定する公庫その他 その他その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法

その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法人のう 人のうち任命権者が定めるものに使用される者（以下「職員以外

ち任命権者が定めるものに使用される者（以下「職員以外の地方 の地方公務員等」という。）であった者から引き続き職員となり

公務員等」という。）であった者から引き続き職員となり、これ 、これに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の任命権者が定

に伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の任命権者が定めるや めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居するこ

むを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとな ととなった職員で、職員となった直前の住居から職員となった直

った職員で、職員となった直前の住居から職員となった直後に勤 後に勤務する公署に通勤することが通勤距離等を考慮して任命権

務する公署に通勤することが通勤距離等を考慮して任命権者が定 者が定める基準に照らして困難であると認められるもののうち、

める基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で 単身で生活することを常況とする職員（任用の事情等を考慮して

生活することを常況とする職員（任用の事情等を考慮して任命権 任命権者が定める職員に限る。）その他前項の規定による単身赴

者が定める職員に限る。）その他前項の規定による単身赴任手当 任手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるもの

を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして として任命権者が定める職員には、同項の規定に準じて、単身赴

任命権者が定める職員には、同項の規定に準じて、単身赴任手当 任手当を支給する。

を支給する。

（病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第４条 病院事業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成18年宮崎県条例第22号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（単身赴任手当） （単身赴任手当）

第11条 ［略］ 第11条 ［略］

２ 職員以外の地方公務員、国家公務員又は公庫の予算及び決算に ２ 職員以外の地方公務員、国家公務員又は沖縄振興開発金融公庫

関する法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定する公庫その他 その他その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法

その業務が国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法人のう 人のうち管理者が定めるものに使用される者であった者から引き

ち管理者が定めるものに使用される者であった者から引き続き職 続き職員となり、これに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他

員となり、これに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の管理 の管理者が定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者

者が定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居 と別居することとなった職員で、職員となった直前の住居から職

することとなった職員で、職員となった直前の住居から職員とな 員となった直後に勤務する公署に通勤することが通勤距離等を考

った直後に勤務する公署に通勤することが通勤距離等を考慮して 慮して管理者が定める基準に照らして困難であると認められるも

管理者が定める基準に照らして困難であると認められるもののう ののうち、単身で生活することを常況とする職員（任用の事情等

ち、単身で生活することを常況とする職員（任用の事情等を考慮 を考慮して管理者が定める職員に限る。）その他前項の規定によ

して管理者が定める職員に限る。）その他前項の規定による単身 る単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認めら

赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるも れるものとして管理者が定める職員には、同項の規定に準じて、

のとして管理者が定める職員には、同項の規定に準じて、単身赴 単身赴任手当を支給する。

任手当を支給する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中職員の給与に関する条例第５条の２第１項第１号の改正規定は、平成21年４月１

日から施行する。

職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第40号

職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例

職員の自己啓発等休業に関する条例（平成19年宮崎県条例第62号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（奉仕活動）

第５条 法第26条の５第１項の条例で定める奉仕活動は、次に掲げ

る奉仕活動とする。

（１） 独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際協力機構法

（平成14年法律第 136号）第13条第１項第４号の規定により自

ら行う派遣業務の目的となる開発途上地域における奉仕活動（

当該奉仕活動を行うために必要な国内における訓練その他の準

備行為を含む。）

（２） ［略］

（奉仕活動）

第５条 法第26条の５第１項の条例で定める奉仕活動は、次に掲げ

る奉仕活動とする。

（１） 独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際協力機構法

（平成14年法律第 136号）第13条第１項第３号の規定により自

ら行う派遣業務の目的となる開発途上地域における奉仕活動（

当該奉仕活動を行うために必要な国内における訓練その他の準

備行為を含む。）

（２） ［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第41号

宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

第１条 宮崎県における事務処理の特例に関する条例（平成11年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表（第２条関係）別表（第２条関係）

市 町 村事 務

［略］

都城市、延

岡市、日南

市、北郷町

、南郷町、

三股町、川

南町及び都

農町

１の５ 地方自治法による次の事務

（１） 第９条の５第１項の規定による届出の

受理に関すること。

（２） 第９条の５第２項の規定による告示に

関すること。

宮崎市、都

城市、延岡

市、日南市

、日向市、

串間市、西

都市、清武

町、北郷町

、南郷町、

三股町、国

富町、綾町

、高鍋町、

川南町及び

都農町

１の６ 地方自治法による次の事務

（１） 第 260条第１項の規定による届出の受

理に関すること。

（２） 第 260条第２項の規定による告示に関

すること。

［略］

都城市、延

岡市、日向

市、清武町

、南郷町、

野尻町、国

富町、綾町

、都農町、

門川町、諸

18の４ 母子保健法（昭和40年法律第 141号）

第18条の規定による届出の受理に関する事務

市 町 村事 務

［略］

都城市、延

岡市、日南

市、三股町

、川南町及

び都農町

１の５ 地方自治法による次の事務

（１） 第９条の５第１項の規定による届出の

受理に関すること。

（２） 第９条の５第２項の規定による告示に

関すること。

宮崎市、都

城市、延岡

市、日南市

、日向市、

串間市、西

都市、清武

町、三股町

、国富町、

綾町、高鍋

町、川南町

及び都農町

１の６ 地方自治法による次の事務

（１） 第 260条第１項の規定による届出の受

理に関すること。

（２） 第 260条第２項の規定による告示に関

すること。

［略］

都城市、延

岡市、日南

市、日向市

、清武町、

野尻町、国

富町、綾町

、都農町、

門川町、諸

18の４ 母子保健法（昭和40年法律第 141号）

第18条の規定による届出の受理に関する事務
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塚村、椎葉

村、美郷町

、高千穂町

、日之影町

及び五ヶ瀬

町

［略］

塚村、椎葉

村、美郷町

、高千穂町

、日之影町

及び五ヶ瀬

町

［略］

第２条 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表（第２条関係）別表（第２条関係）

市 町 村事 務

［略］

宮崎市、都

城市、延岡

市、小林市

、清武町、

綾町、高鍋

町、西米良

村、木城町

及び川南町

１の４ 火薬類取締法（昭和25年法律第 149号

）による次の事務（火薬類のうち煙火の消費

に係るものに限る。）

（１） 第25条第１項の規定による許可に関す

ること。

（２） 第25条第３項の規定による許可の取消

しに関すること。

（３） 第43条第１項の規定による立入検査等

に関すること。

（４） 第45条の規定による緊急措置に関する

こと。

（５） 第46条第２項の規定による報告の徴収

に関すること。

（６） 第47条の規定による指示に関すること

。

（７） 第52条第１項の規定による意見の聴取

に関すること。

（８） 第52条第２項の規定による通報に関す

ること。

都城市、延

岡市、日南

市、三股町

、川南町及

び都農町

１の５ 地方自治法による次の事務

（１） 第９条の５第１項の規定による届出の

受理に関すること。

（２） 第９条の５第２項の規定による告示に

関すること。

宮崎市、都

城市、延岡

市、日南市

、日向市、

串間市、西

都市、清武

町、三股町

、国富町、

綾町、高鍋

町、川南町

及び都農町

１の６ 地方自治法による次の事務

（１） 第 260条第１項の規定による届出の受

理に関すること。

（２） 第 260条第２項の規定による告示に関

すること。

市 町 村事 務

［略］

宮崎市、都

城市、延岡

市、小林市

、えびの市

、清武町、

綾町、高鍋

町、西米良

村、木城町

、川南町及

び椎葉村

１の４ 火薬類取締法（昭和25年法律第 149号

）による次の事務（火薬類のうち煙火の消費

に係るものに限る。）

（１） 第25条第１項の規定による許可に関す

ること。

（２） 第25条第３項の規定による許可の取消

しに関すること。

（３） 第43条第１項の規定による立入検査等

に関すること。

（４） 第45条の規定による緊急措置に関する

こと。

（５） 第46条第２項の規定による報告の徴収

に関すること。

（６） 第47条の規定による指示に関すること

。

（７） 第52条第１項の規定による意見の聴取

に関すること。

（８） 第52条第２項の規定による通報に関す

ること。

都城市、延

岡市、日南

市、小林市

、えびの市

、三股町、

高鍋町、木

城町、川南

町及び都農

町

１の５ 地方自治法による次の事務

（１） 第９条の５第１項の規定による届出の

受理に関すること。

（２） 第９条の５第２項の規定による告示に

関すること。

宮崎市、都

城市、延岡

市、日南市

、小林市、

日向市、串

間市、西都

市、えびの

市、清武町

、三股町、

国富町、綾

町、高鍋町

、木城町、

１の６ 地方自治法による次の事務

（１） 第 260条第１項の規定による届出の受

理に関すること。

（２） 第 260条第２項の規定による告示に関

すること。



宮 崎 県 公 報平成 20年 12月 24日（水曜日） 号外 第 68号

害 8害

１の７ ［略］

１の８ ［略］

宮崎市、都

城市、延岡

市及び日南

市

１の９ 特定非営利活動促進法（平成10年法律

第７号）による次の事務及び宮崎県特定非営

利活動促進法施行条例（平成10年宮崎県条例

第26号）による当該事務に係る事務（２以上

の市町村の区域内に事務所を設置する特定非

営利活動法人に係るものを除く。）

（１） 第10条第１項の規定による認証に関す

ること。

（２） 第10条第２項（第25条第５項及び第34

条第５項において準用する場合を含む。）

の規定による公告及び縦覧に関すること。

（３） 第12条第３項（第25条第５項及び第34

条第５項において準用する場合を含む。）

の規定による通知に関すること。

（４） 第13条第２項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による届出

の受理に関すること。

（５） 第17条の３の規定による選任に関する

こと。

（６） 第17条の４の規定による選任に関する

こと。

（７） 第18条第３号の規定による報告の受理

に関すること。

（８） 第23条第１項の規定による届出の受理

に関すること。

（９） 第25条第３項の規定による認証に関す

ること。

（10） 第25条第６項の規定による届出の受理

に関すること。

（11） 第29条第１項の規定による事業報告書

等、役員名簿等及び定款等の受理に関する

こと。

（12） 第29条第２項の規定による事業報告書

等若しくは役員名簿等又は定款等の閲覧に

関すること。

（13） 第31条第２項の規定による認定に関す

ること。

（14） 第31条第４項の規定による届出の受理

に関すること。

（15） 第31条の８の規定による届出の受理に

関すること。

川南町及び

都農町

１の７ ［略］

都城市１の８ ガス事業法（昭和29年法律第51号）に

よる次の事務（ガス用品の販売の事業を行う

者に係るものに限る。）

（１） 第46条第１項の規定による報告の徴収

に関すること。

（２） 第47条第１項の規定による立入検査に

関すること。

（３） 第47条の２第１項の規定による提出の

命令に関すること。

１の９ ［略］

宮崎市、都

城市、延岡

市、日南市

及び小林市

１の10 特定非営利活動促進法（平成10年法律

第７号）による次の事務及び宮崎県特定非営

利活動促進法施行条例（平成10年宮崎県条例

第26号）による当該事務に係る事務（２以上

の市町村の区域内に事務所を設置する特定非

営利活動法人に係るものを除く。）

（１） 第10条第１項の規定による認証に関す

ること。

（２） 第10条第２項（第25条第５項及び第34

条第５項において準用する場合を含む。）

の規定による公告及び縦覧に関すること。

（３） 第12条第３項（第25条第５項及び第34

条第５項において準用する場合を含む。）

の規定による通知に関すること。

（４） 第13条第２項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による届出

の受理に関すること。

（５） 第17条の３の規定による選任に関する

こと。

（６） 第17条の４の規定による選任に関する

こと。

（７） 第18条第３号の規定による報告の受理

に関すること。

（８） 第23条第１項の規定による届出の受理

に関すること。

（９） 第25条第３項の規定による認証に関す

ること。

（10） 第25条第６項の規定による届出の受理

に関すること。

（11） 第29条第１項の規定による事業報告書

等、役員名簿等及び定款等の受理に関する

こと。

（12） 第29条第２項の規定による事業報告書

等若しくは役員名簿等又は定款等の閲覧に

関すること。

（13） 第31条第２項の規定による認定に関す

ること。

（14） 第31条第４項の規定による届出の受理

に関すること。

（15） 第31条の８の規定による届出の受理に

関すること。
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（16） 第32条第２項の規定による認証に関す

ること。

（17） 第32条の３の規定による届出の受理に

関すること。

（18） 第34条第３項の規定による認証に関す

ること。

（19） 第41条第１項の規定による報告の徴収

及び立入検査に関すること。

（20） 第41条第２項の規定による書面の提示

及び交付に関すること。

（21） 第42条の規定による改善命令に関する

こと。

（22） 第43条第１項の規定による認証の取消

しに関すること。

（23） 第43条第２項の規定による認証の取消

しに関すること。

（24） 第43条第４項の規定による書面の交付

に関すること。

（25） 第43条の２（第12条の２において準用

する場合を含む。）の規定による意見の聴

取に関すること。

（26） 第43条の３（第12条の２において準用

する場合を含む。）の規定による意見の受

理に関すること。

日南市１の10 国土利用計画法（昭和49年法律第92号

）による次の事務

（１） 第28条第１項の規定による通知に関す

ること。

（２） 第29条第１項の規定による届出の受理

に関すること。

（３） 第30条の規定による助言に関すること

。

（４） 第31条第１項の規定による意見の聴取

及び勧告に関すること。

（５） 第31条第２項において準用する第25条

の規定による報告の徴収に関すること。

（６） 第32条第１項の規定による協議を行う

者の決定及び通知に関すること。

（７） 第35条の規定による措置に関すること

。

（８） 第41条第１項の規定による立入検査及

び質問（（２）の事務に係るものに限る。）

に関すること。

［略］

16 ［略］

（16） 第32条第２項の規定による認証に関す

ること。

（17） 第32条の３の規定による届出の受理に

関すること。

（18） 第34条第３項の規定による認証に関す

ること。

（19） 第41条第１項の規定による報告の徴収

及び立入検査に関すること。

（20） 第41条第２項の規定による書面の提示

及び交付に関すること。

（21） 第42条の規定による改善命令に関する

こと。

（22） 第43条第１項の規定による認証の取消

しに関すること。

（23） 第43条第２項の規定による認証の取消

しに関すること。

（24） 第43条第４項の規定による書面の交付

に関すること。

（25） 第43条の２（第12条の２において準用

する場合を含む。）の規定による意見の聴

取に関すること。

（26） 第43条の３（第12条の２において準用

する場合を含む。）の規定による意見の受

理に関すること。

日南市及び

えびの市

１の11 国土利用計画法（昭和49年法律第92号

）による次の事務

（１） 第28条第１項の規定による通知に関す

ること。

（２） 第29条第１項の規定による届出の受理

に関すること。

（３） 第30条の規定による助言に関すること

。

（４） 第31条第１項の規定による意見の聴取

及び勧告に関すること。

（５） 第31条第２項において準用する第25条

の規定による報告の徴収に関すること。

（６） 第32条第１項の規定による協議を行う

者の決定及び通知に関すること。

（７） 第35条の規定による措置に関すること

。

（８） 第41条第１項の規定による立入検査及

び質問（（２）の事務に係るものに限る。）

に関すること。

［略］

16 ［略］

宮崎市16の２ 調理師法（昭和33年法律第 147号）第

５条の２第１項の規定による届出の受理に関

する事務（就業地が右欄の市町村の区域内で

ある者に係るものに限る。）

宮崎市16の３ 調理師法施行令（昭和33年政令第 303

号）による次の事務

（１） 第１条の規定による申請の受理に関す

ること。

（２） 第11条第２項の規定による申請の受理
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［略］

都城市、延

岡市及び野

尻町

18の２ 水道法（昭和32年法律第 177号）によ

る次の事務

（１） 第36条第３項の規定による必要な措置

の指示に関すること。

（２） 第37条の規定による給水停止命令（（

１）の事務に係るものに限る。）に関する

こと。

（３） 第39条第３項の規定による報告の徴収

に関すること。

（３） 第12条第１項の規定による申請の受理

に関すること。

（４） 第13条第２項の規定による申請の受理

に関すること。

（５） 第14条第２項の規定による申請の受理

に関すること。

（６） 第14条第４項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

（７） 第15条第１項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

（８） 第15条第２項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

宮崎市16の４ 調理師法の施行のための規則による事

務で別に規則で定めるもの

宮崎市16の５ 製菓衛生師法施行令（昭和41年政令第

387号）による次の事務

（１） 第１条の規定による申請の受理に関す

ること。

（２） 第３条第２項の規定による申請の受理

に関すること。

（３） 第４条第１項の規定による申請の受理

に関すること。

（４） 第５条第２項の規定による申請の受理

に関すること。

（５） 第６条第２項の規定による申請の受理

に関すること。

（６） 第６条第４項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

（７） 第７条第１項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

（８） 第７条第２項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

宮崎市16の６ 製菓衛生師法（昭和41年法律第 115号

）の施行のための規則による事務で別に規則

で定めるもの

宮崎市16の７ ふぐ取扱条例（昭和33年宮崎県条例第

29号）による次の事務

（１） 第13条の規定による届出の受理に関す

ること。

（２） 第15条第３項の規定による免許証の返

納の受理に関すること。

宮崎市16の８ ふぐ取扱条例の施行のための規則で別

に規則で定めるものの規定による申請等の受

理に関する事務

［略］

都城市、延

岡市、日向

市、えびの

市、高原町

、野尻町、

国富町、木

城町、門川

町及び美郷

18の２ 水道法（昭和32年法律第 177号）によ

る次の事務

（１） 第36条第３項の規定による必要な措置

の指示に関すること。

（２） 第37条の規定による給水停止命令（（

１）の事務に係るものに限る。）に関する

こと。

（３） 第39条第３項の規定による報告の徴収



宮 崎 県 公 報 平成 20年 12月 24日（水曜日） 号外 第 68号

害 11害

及び立入検査に関すること。

［略］

各市町村（

都城市及び

日向市を除

く。）

23 土地区画整理法（昭和29年法律第 119号）

による次の事務（同法第３条第１項から第４

項まで又は第３条の３の規定により個人施行

者、土地区画整理組合、区画整理会社、市町

村又は地方住宅供給公社が施行する土地区画

整理事業（同法第98条第１項の規定による仮

換地の指定以後のものに限る。）に係るもの

に限る。）

（１） 第76条第１項の規定による建築行為等

の許可に関すること。

（２） 第76条第２項の規定による施行者の意

見の聴取に関すること。

（３） 第76条第３項の規定による期限その他

必要な条件の附加に関すること。

都城市及び

日向市

23の２ 土地区画整理法による次の事務（同法

第３条第１項から第４項まで又は第３条の３

の規定により個人施行者、土地区画整理組合

、区画整理会社、市町村又は地方住宅供給公

社が施行する土地区画整理事業に係るものに

限る。）

（１） 第76条第１項の規定による建築行為等

の許可に関すること。

（２） 第76条第２項の規定による施行者の意

見の聴取に関すること。

（３） 第76条第３項の規定による期限その他

必要な条件の附加に関すること。

（４） 第76条第４項の規定による原状回復の

命令又は移転若しくは除去の命令に関する

こと。

（５） 第76条第５項の規定による措置及び公

告に関すること。

延岡市及び

日向市

24 土地区画整理法による次の事務（同法第３

条第１項又は第２項の規定により個人施行者

（市長が個人施行者となるものを除く。）又

は土地区画整理組合が施行する土地区画整理

事業（１の市の区域に属し、施行面積が５ヘ

クタール未満のものに限る。）に係るものに

限る。）

（１） 第４条第１項の規定による個人施行の

認可に関すること。

（２） 第９条第３項の規定による施行者の氏

名等の公告及び国土交通大臣への図書の送

付に関すること。

（３） 第10条第１項の規定による規準若しく

は規約又は事業計画の変更の認可に関する

こと。

（４） 第11条第４項の規定による規約の認可

に関すること。

（５） 第11条第７項の規定による施行者の変

動の届出の受理に関すること。

（６） 第11条第８項の規定による公告に関す

ること。

町及び立入検査に関すること。

［略］

各市町村（

都城市、延

岡市及び日

向市を除く

。）

23 土地区画整理法（昭和29年法律第 119号）

による次の事務（同法第３条第１項から第４

項まで又は第３条の３の規定により個人施行

者、土地区画整理組合、区画整理会社、市町

村又は地方住宅供給公社が施行する土地区画

整理事業（同法第98条第１項の規定による仮

換地の指定以後のものに限る。）に係るもの

に限る。）

（１） 第76条第１項の規定による建築行為等

の許可に関すること。

（２） 第76条第２項の規定による施行者の意

見の聴取に関すること。

（３） 第76条第３項の規定による期限その他

必要な条件の附加に関すること。

都城市、延

岡市及び日

向市

23の２ 土地区画整理法による次の事務（同法

第３条第１項から第４項まで又は第３条の３

の規定により個人施行者、土地区画整理組合

、区画整理会社、市町村又は地方住宅供給公

社が施行する土地区画整理事業に係るものに

限る。）

（１） 第76条第１項の規定による建築行為等

の許可に関すること。

（２） 第76条第２項の規定による施行者の意

見の聴取に関すること。

（３） 第76条第３項の規定による期限その他

必要な条件の附加に関すること。

（４） 第76条第４項の規定による原状回復の

命令又は移転若しくは除去の命令に関する

こと。

（５） 第76条第５項の規定による措置及び公

告に関すること。
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（７） 第13条第１項の規定による個人施行の

廃止又は終了の認可に関すること。

（８） 第13条第４項の規定による個人施行の

廃止又は終了の認可の公告に関すること。

（９） 第14条第１項の規定による組合設立の

認可に関すること。

（10） 第20条第１項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による事業

計画の縦覧に関すること。

（11） 第20条第２項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による意見

書の受理に関すること。

（12） 第20条第３項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による意見

書の処理に関すること。

（13） 第20条第５項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による申告

の受理、事業計画の縦覧並びに意見書の受

理及び処理に関すること。

（14） 第21条第３項の規定による組合の名称

等の公告及び国土交通大臣への図書の送付

に関すること。

（15） 第29条第１項の規定による理事の氏名

及び住所の届出の受理に関すること。

（16） 第29条第２項の規定による理事の氏名

及び住所の公告に関すること。

（17） 第39条第１項の規定による定款又は事

業計画の変更の認可に関すること。

（18） 第39条第４項の規定による定款又は事

業計画の変更に係る事項の公告及び国土交

通大臣への図書の送付に関すること。

（19） 第45条第２項の規定による解散の認可

に関すること。

（20） 第45条第５項の規定による組合設立の

認可の取消し又は解散の認可の公告に関す

ること。

（21） 第49条の規定による決算報告書の承認

に関すること。

（22） 第86条第１項の規定による換地計画の

認可に関すること。

（23） 第97条第１項の規定による換地計画の

変更の認可に関すること。

（24） 第 103条第３項の規定による換地処分

の届出の受理に関すること。

（25） 第 103条第４項の規定による換地処分

の公告に関すること。

（26） 第 124条第１項の規定による個人施行

者に対する検査及び措置命令に関すること

。

（27） 第 124条第２項の規定による個人施行

者の施行の認可の取消しに関すること。

（28） 第 124条第３項の規定による個人施行

者の施行の認可の取消しの公告に関するこ

と。
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（29） 第 125条第１項及び第２項の規定によ

る組合に対する施行の検査に関すること。

（30） 第 125条第３項の規定による組合に対

する措置命令に関すること。

（31） 第 125条第４項の規定による組合の設

立の認可の取消しに関すること。

（32） 第 125条第５項の規定による組合の総

会若しくは総会の部会又は総代会の招集に

関すること。

（33） 第 125条第６項の規定による組合の理

事若しくは監事又は総代の解任の投票に関

すること。

（34） 第 125条第７項の規定による組合の議

決、選挙、当選又は解任の投票の取消しに

関すること。

（35） 第 136条の規定による事業計画の審査

の場合等における県農業会議等の意見の聴

取に関すること。

都城市24の２ 土地区画整理法による次の事務（同法

第３条第１項又は第２項の規定により個人施

行者（市長が個人施行者となるものを除く。

）又は土地区画整理組合が施行する土地区画

整理事業（１の市の区域に属するものに限る

。）に係るものに限る。）

（１） 第４条第１項の規定による個人施行の

認可に関すること。

（２） 第９条第３項の規定による施行者の氏

名等の公告及び国土交通大臣への図書の送

付に関すること。

（３） 第10条第１項の規定による規準若しく

は規約又は事業計画の変更の認可に関する

こと。

（４） 第11条第４項の規定による規約の認可

に関すること。

（５） 第11条第７項の規定による施行者の変

動の届出の受理に関すること。

（６） 第11条第８項の規定による公告に関す

ること。

（７） 第13条第１項の規定による個人施行の

廃止又は終了の認可に関すること。

（８） 第13条第４項の規定による個人施行の

廃止又は終了の認可の公告に関すること。

（９） 第14条第１項の規定による組合設立の

認可に関すること。

（10） 第20条第１項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による事業

計画の縦覧に関すること。

（11） 第20条第２項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による意見

書の受理に関すること。

（12） 第20条第３項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による意見

書の処理に関すること。

（13） 第20条第５項（第39条第２項において

都城市、延

岡市及び日

向市

24 土地区画整理法による次の事務（同法第３

条第１項又は第２項の規定により個人施行者

（市長が個人施行者となるものを除く。）又

は土地区画整理組合が施行する土地区画整理

事業（１の市の区域に属するものに限る。）

に係るものに限る。）

（１） 第４条第１項の規定による個人施行の

認可に関すること。

（２） 第９条第３項の規定による施行者の氏

名等の公告及び国土交通大臣への図書の送

付に関すること。

（３） 第10条第１項の規定による規準若しく

は規約又は事業計画の変更の認可に関する

こと。

（４） 第11条第４項の規定による規約の認可

に関すること。

（５） 第11条第７項の規定による施行者の変

動の届出の受理に関すること。

（６） 第11条第８項の規定による公告に関す

ること。

（７） 第13条第１項の規定による個人施行の

廃止又は終了の認可に関すること。

（８） 第13条第４項の規定による個人施行の

廃止又は終了の認可の公告に関すること。

（９） 第14条第１項の規定による組合設立の

認可に関すること。

（10） 第20条第１項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による事業

計画の縦覧に関すること。

（11） 第20条第２項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による意見

書の受理に関すること。

（12） 第20条第３項（第39条第２項において

準用する場合を含む。）の規定による意見

書の処理に関すること。

（13） 第20条第５項（第39条第２項において



宮 崎 県 公 報平成 20年 12月 24日（水曜日） 号外 第 68号

害 14害

準用する場合を含む。）の規定による申告

の受理、事業計画の縦覧並びに意見書の受

理及び処理に関すること。

（14） 第21条第３項の規定による組合の名称

等の公告及び国土交通大臣への図書の送付

に関すること。

（15） 第29条第１項の規定による理事の氏名

及び住所の届出の受理に関すること。

（16） 第29条第２項の規定による理事の氏名

及び住所の公告に関すること。

（17） 第39条第１項の規定による定款又は事

業計画の変更の認可に関すること。

（18） 第39条第４項の規定による定款又は事

業計画の変更に係る事項の公告及び国土交

通大臣への図書の送付に関すること。

（19） 第45条第２項の規定による解散の認可

に関すること。

（20） 第45条第５項の規定による組合設立の

認可の取消し又は解散の認可の公告に関す

ること。

（21） 第49条の規定による決算報告書の承認

に関すること。

（22） 第86条第１項の規定による換地計画の

認可に関すること。

（23） 第97条第１項の規定による換地計画の

変更の認可に関すること。

（24） 第 103条第３項の規定による換地処分

の届出の受理に関すること。

（25） 第 103条第４項の規定による換地処分

の公告に関すること。

（26） 第 124条第１項の規定による個人施行

者に対する検査及び措置命令に関すること

。

（27） 第 124条第２項の規定による個人施行

者の施行の認可の取消しに関すること。

（28） 第 124条第３項の規定による個人施行

者の施行の認可の取消しの公告に関するこ

と。

（29） 第 125条第１項及び第２項の規定によ

る組合に対する施行の検査に関すること。

（30） 第 125条第３項の規定による組合に対

する措置命令に関すること。

（31） 第 125条第４項の規定による組合の設

立の認可の取消しに関すること。

（32） 第 125条第５項の規定による組合の総

会若しくは総会の部会又は総代会の招集に

関すること。

（33） 第 125条第６項の規定による組合の理

事若しくは監事又は総代の解任の投票に関

すること。

（34） 第 125条第７項の規定による組合の議

決、選挙、当選又は解任の投票の取消しに

関すること。

（35） 第 136条の規定による事業計画の審査

準用する場合を含む。）の規定による申告

の受理、事業計画の縦覧並びに意見書の受

理及び処理に関すること。

（14） 第21条第３項の規定による組合の名称

等の公告及び国土交通大臣への図書の送付

に関すること。

（15） 第29条第１項の規定による理事の氏名

及び住所の届出の受理に関すること。

（16） 第29条第２項の規定による理事の氏名

及び住所の公告に関すること。

（17） 第39条第１項の規定による定款又は事

業計画の変更の認可に関すること。

（18） 第39条第４項の規定による定款又は事

業計画の変更に係る事項の公告及び国土交

通大臣への図書の送付に関すること。

（19） 第45条第２項の規定による解散の認可

に関すること。

（20） 第45条第５項の規定による組合設立の

認可の取消し又は解散の認可の公告に関す

ること。

（21） 第49条の規定による決算報告書の承認

に関すること。

（22） 第86条第１項の規定による換地計画の

認可に関すること。

（23） 第97条第１項の規定による換地計画の

変更の認可に関すること。

（24） 第 103条第３項の規定による換地処分

の届出の受理に関すること。

（25） 第 103条第４項の規定による換地処分

の公告に関すること。

（26） 第 124条第１項の規定による個人施行

者に対する検査及び措置命令に関すること

。

（27） 第 124条第２項の規定による個人施行

者の施行の認可の取消しに関すること。

（28） 第 124条第３項の規定による個人施行

者の施行の認可の取消しの公告に関するこ

と。

（29） 第 125条第１項及び第２項の規定によ

る組合に対する施行の検査に関すること。

（30） 第 125条第３項の規定による組合に対

する措置命令に関すること。

（31） 第 125条第４項の規定による組合の設

立の認可の取消しに関すること。

（32） 第 125条第５項の規定による組合の総

会若しくは総会の部会又は総代会の招集に

関すること。

（33） 第 125条第６項の規定による組合の理

事若しくは監事又は総代の解任の投票に関

すること。

（34） 第 125条第７項の規定による組合の議

決、選挙、当選又は解任の投票の取消しに

関すること。

（35） 第 136条の規定による事業計画の審査
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の場合等における県農業会議等の意見の聴

取に関すること。

［略］

都城市、延

岡市及び日

向市

28 都市計画法（昭和43年法律第 100号）によ

る次の事務

（１）〜（15） ［略］

（16） 第42条第２項の規定による国の機関と

の協議に関すること。

（17）〜（24） ［略］

（25） 第80条第１項の規定による報告等（（

１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）及び

（23）の事務に係るものに限る。）に関する

こと。

（26） 第81条第１項の規定による監督処分（

（１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）及び

（23）の事務に係るものに限る。）に関する

こと。

（27） 第81条第２項の規定による措置及び公

告（（１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）

及び（23）の事務に係るものに限る。）に関

すること。

（28） 第81条第３項の規定による公示（（１）

、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）及び（23）

の事務に係るものに限る。）に関すること

。

（29） 第82条第１項の規定による立入検査（

（１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）及び

（23）の事務に係るものに限る。）に関する

こと。

延岡市及び

日向市

29 都市計画法による次の事務

（１）〜（４） ［略］

（５） 第65条第１項の規定による許可に関す

ること。

（６） 第65条第２項の規定による意見の聴取

に関すること。

（７）〜（11） ［略］

［略］

の場合等における県農業会議等の意見の聴

取に関すること。

［略］

都城市、延

岡市及び日

向市

28 都市計画法（昭和43年法律第 100号）によ

る次の事務

（１）〜（15） ［略］

（16） 第42条第２項（第65条第３項において

準用する場合を含む。）の規定による国の

機関との協議に関すること。

（17）〜（24） ［略］

（25） 第65条第１項の規定による許可に関す

ること。

（26） 第65条第２項の規定による意見の聴取

に関すること。

（27） 第80条第１項の規定による報告等（（

１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）、（2

3）及び（25）の事務に係るものに限る。）に

関すること。

（28） 第81条第１項の規定による監督処分（

（１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）、（2

3）及び（25）の事務に係るものに限る。）に

関すること。

（29） 第81条第２項の規定による措置及び公

告（（１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）

、（23）及び（25）の事務に係るものに限る。

）に関すること。

（30） 第81条第３項の規定による公示（（１）

、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）、（23）及

び（25）の事務に係るものに限る。）に関す

ること。

（31） 第82条第１項の規定による立入検査（

（１）、（５）、（11）、（14）、（15）、（17）、（2

3）及び（25）の事務に係るものに限る。）に

関すること。

延岡市及び

日向市

29 都市計画法による次の事務

（１）〜（４） ［略］

（５）〜（９） ［略］

［略］

附 則

この条例中第１条の規定は平成21年３月30日から、第２条の規定は同年４月１日から施行する。

使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第42号

使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改正後改正前

（手数料）

第３条 法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び

附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ

る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手

数料を納めなければならない。

（１） ［略］

（２） 行政書士法（昭和26年法律第４号）第３条第２項の規定に

基づく行政書士試験の施行 行政書士試験手数料

（３） 政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第20条の２第２

項の規定に基づく同法第12条第１項若しくは第17条第１項の規

定による報告書、同法第14条第１項（同法第17条第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定による書面又は同法第19条の

14の規定による政治資金監査報告書の写しの交付 政治団体の

収支報告書等の写しの交付手数料

（４）〜（453）［略］

２・３ ［略］

４ 第１項第２号、第31号、第37号、第50号、第70号、第79号、第

143号、第 144号の６、第 144号の７、第 145号、第 292号、第

429号、第 436号及び第 452号の２に掲げる事務をそれぞれ別表

第３の中欄に掲げる法律の規定により同表の右欄に掲げる者（以

下この項及び次項において「指定試験機関等」という。）に行わ

せることとした場合において、指定試験機関等が行う当該各号に

規定する試験又は審査を受けようとする者は、当該各号に掲げる

手数料を当該指定試験機関等に納めなければならない。

５ ［略］

別表第２（第３条関係）

（手数料）

第３条 法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び

附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ

る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手

数料を納めなければならない。

（１） ［略］

（２） 削除

（３） 行政書士法（昭和26年法律第４号）第３条第２項の規定に

基づく行政書士試験の施行 行政書士試験手数料

（４）〜（453）［略］

２・３ ［略］

４ 第１項第３号、第31号、第37号、第50号、第70号、第79号、第

143号、第 144号の６、第 144号の７、第 145号、第 292号、第

429号、第 436号及び第 452号の２に掲げる事務をそれぞれ別表

第３の中欄に掲げる法律の規定により同表の右欄に掲げる者（以

下この項及び次項において「指定試験機関等」という。）に行わ

せることとした場合において、指定試験機関等が行う当該各号に

規定する試験又は審査を受けようとする者は、当該各号に掲げる

手数料を当該指定試験機関等に納めなければならない。

５ ［略］

別表第２（第３条関係）

備考金 額単 位区 分手 数 料

［略］

２ 削除

7,000円１件につき３ 行政書

士試験手

数料

［略］

備考金 額単 位区 分手 数 料

［略］

7,000円１件につき２ 行政書

士試験手

数料

10円１枚につき複写機によ

り用紙に複

写したもの

の交付

３ 政治団

体の収支

報告書等

の写しの

交付手数

料

100円に当該

収支報告書等

の写し１枚ご

とに10円を加

えた額

１枚につきスキャナに

より読み取

ってできた

電磁的記録

を光ディス

ク（ＣＤ−

Ｒ 700メガ

バイト）に

複写したも

のの交付

［略］

附 則

この条例は、平成21年１月１日から施行する。

道路占用料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫
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宮崎県条例第43号

道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

道路占用料徴収条例（昭和43年宮崎県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（占用料の減免）

第４条 知事は、道路の占用が次の各号のいずれかに該当すると認

めたときは、占用料の一部又は全部を免除することができる。

（１） 建築基準法（昭和25年法律第 201号）第85条第１項に規定

する区域内に存する道路の区域内の土地に設ける同項第１号に

該当する応急仮設建築物で、被災者の居住の用に供するため必

要なもののために占用するとき。

（２）〜（９） ［略］

別表（第２条関係）

（占用料の減免）

第４条 知事は、道路の占用が次の各号のいずれかに該当すると認

めたときは、占用料の一部又は全部を免除することができる。

（１）〜（８） ［略］

別表（第２条関係）

占 用 料

占 用 物 件 所 在 地
単 位

町村市

8201,000１本につき

１年

第１種電柱法第32

条第１

項第１

号に掲

げる工

作物

1,3001,600第２種電柱

1,7002,100第３種電柱

740910第１種電話柱

1,2001,500第２種電話柱

1,7002,000第３種電話柱

5770その他の柱類

８９長さ１メー

トルにつき

１年

共架電線その他上空

に設ける線類

４５地下電線その他地下

に設ける線類

560690１個につき

１年

路上に設ける変圧器

380470占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

地下に設ける変圧器

1,1001,400１個につき

１年

変圧塔その他これに

類するもの及び公衆

電話所

480590郵便差出箱

1,1003,900表示面積１

平方メート

ルにつき１

年

広告塔

1,1001,400占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

その他のもの

3847長さ１メー

トルにつき

１年

外径が 0.1メートル

未満のもの

法第32

条第１

項第２

号に掲

げる物

件 5770外径が 0.1メートル

以上0.15メートル未

満のもの

占 用 料

占 用 物 件 所 在 地
単 位

町村市

630690１本につき

１年

第１種電柱法第32

条第１

項第１

号に掲

げる工

作物

9701,100第２種電柱

1,3001,400第３種電柱

560620第１種電話柱

900990第２種電話柱

1,2001,400第３種電話柱

5662その他の柱類

６６長さ１メー

トルにつき

１年

共架電線その他上空

に設ける線類

３４地下電線その他地下

に設ける線類

550600１個につき

１年

路上に設ける変圧器

340370占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

地下に設ける変圧器

1,1001,200１個につき

１年

変圧塔その他これに

類するもの及び公衆

電話所

470520郵便差出箱

9801,600表示面積１

平方メート

ルにつき１

年

広告塔

1,1001,200占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

その他のもの

2426長さ１メー

トルにつき

１年

外径が0.07メートル

未満のもの

法第32

条第１

項第２

号に掲

げる物

件

3437外径が0.07メートル

以上 0.1メートル未

満のもの

5156外径が 0.1メートル

以上0.15メートル未

満のもの
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7693外径が0.15メートル

以上 0.2メートル未

満のもの

150190外径が 0.2メートル

以上 0.4メートル未

満のもの

380470外径が 0.4メートル

以上１メートル未満

のもの

760930外径が１メートル以

上のもの

1,1001,400占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

法第32条第１項第３号及び第

４号に掲げる施設

Ａに 0.003を乗

じて得た額

階数が１

のもの

地下街及

び地下室

法第32

条第１

項第５

号に掲

げる施

設

Ａに 0.005を乗

じて得た額

階数が２

のもの

Ａに 0.006を乗

じて得た額

階数が３

以上のも

の

7602,600上空に設ける通路

3801,300地下に設ける通路

1,1001,400その他のもの

1139占用面積１

平方メート

ルにつき１

日

祭礼、縁日等に際し

、一時的に設けるも

の

法第32

条第１

項第６

号に掲

げる施

設

110390占用面積１

平方メート

ルにつき１

月

その他のもの

110390表示面積１

平方メート

ルにつき１

月

一時的に

設けるも

の

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。）

令第７

条第１

号に掲

げる物

件 1,1003,900表示面積１

平方メート

ルにつき１

年

その他の

もの

9101,100１本につき

１年

標識

1139１本につき

１日

祭礼、縁

日等に際

し、一時

的に設け

るもの

旗ざお

110390１本につきその他の

6774外径が0.15メートル

以上 0.2メートル未

満のもの

100110外径が 0.2メートル

以上 0.3メートル未

満のもの

130150外径が 0.3メートル

以上 0.4メートル未

満のもの

240260外径が 0.4メートル

以上 0.7メートル未

満のもの

340370外径が 0.7メートル

以上１メートル未満

のもの

670740外径が１メートル以

上のもの

1,1001,200占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

法第32条第１項第３号及び第

４号に掲げる施設

Ａに 0.004を乗

じて得た額

階数が１

のもの

地下街及

び地下室

法第32

条第１

項第５

号に掲

げる施

設

Ａに 0.006を乗

じて得た額

階数が２

のもの

Ａに 0.008を乗

じて得た額

階数が３

以上のも

の

490800上空に設ける通路

290480地下に設ける通路

1,1001,200その他のもの

1016占用面積１

平方メート

ルにつき１

日

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

法第32

条第１

項第６

号に掲

げる施

設

98160占用面積１

平方メート

ルにつき１

月

その他のもの

98160表示面積１

平方メート

ルにつき１

月

一時的に

設けるも

の

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。）

令第７

条第１

号に掲

げる物

件 9801,600表示面積１

平方メート

ルにつき１

年

その他の

もの

900990１本につき

１年

標識

1016１本につき

１日

祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの

旗ざお

98160１本につきその他の
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１月もの

1139その面積１

平方メート

ルにつき１

日

祭礼、縁

日等に際

し、一時

的に設け

るもの

幕（令第

７条第２

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。） 110390その面積１

平方メート

ルにつき１

月

その他の

もの

1,1003,900１基につき

１月

車道を横

断するも

の

アーチ

5701,900その他の

もの

110390占用面積１

平方メート

ルにつき１

月

令第７条第２号に掲げる工事

用施設及び同条第３号に掲げ

る工事用材料

110140令第７条第４号に掲げる仮設

建築物及び同条第５号に掲げ

る施設

Ａに 0

．008を

乗じて

得た額

Ａに 0

．006を

乗じて

得た額

占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

階数が１

のもの

建築物令第７

条第６

号に掲

げる施

設並び

に同条

第７号

に掲げ

る施設

及び自

動車駐

車場

Ａに 0

．011を

乗じて

得た額

Ａに 0

．009を

乗じて

得た額

階数が２

のもの

Ａに 0

．015を

乗じて

得た額

Ａに 0

．011を

乗じて

得た額

階数が３

のもの

Ａに 0

．016を

乗じて

得た額

Ａに 0

．013を

乗じて

得た額

階数が４

以上のも

の

Ａに 0

．008を

乗じて

得た額

Ａに 0

．006を

乗じて

得た額

その他のもの

Ａに 0

．008を

乗じて

得た額

Ａに 0

．006を

乗じて

得た額

階数が１

のもの

上空、ト

ンネルの

上又は自

動車専用

道路（高

架のもの

令第７

条第８

号に掲

げる休

憩所、

給油所

Ａに 0

．011を

Ａに 0

．009を

階数が２

のもの

１月もの

1016その面積１

平方メート

ルにつき１

日

祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの

幕（令第

７条第２

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。） 98160その面積１

平方メート

ルにつき１

月

その他の

もの

9801,600１基につき

１月

車道を横

断するも

の

アーチ

490800その他の

もの

98160占用面積１

平方メート

ルにつき１

月

令第７条第２号に掲げる工事

用施設及び同条第３号に掲げ

る工事用材料

110120令第７条第４号に掲げる仮設

建築物及び同条第５号に掲げ

る施設

Ａに 0

．018を

乗じて

得た額

Ａに 0

．014を

乗じて

得た額

占用面積１

平方メート

ルにつき１

年

建築物令第７

条第６

号に掲

げる施

設並び

に同条

第７号

に掲げ

る施設

及び自

動車駐

車場

Ａに 0

．013を

乗じて

得た額

Ａに0.

01を乗

じて得

た額

その他のもの

Ａに 0

．018を

乗じて

得た額

Ａに 0

．014を

乗じて

得た額

上空、トンネルの上

又は高架の道路の路

面下に設けるもの

令第７

条第８

号に掲

げる応

急仮設

建築物

Ａに 0．025を乗

じて得た額

その他のもの

Ａに 0

．018を

乗じて

得た額

Ａに 0

．014を

乗じて

得た額

上空、トンネルの上

又は自動車専用道路

（高架のものに限る

。）の路面下に設け

るもの

令第７

条第11

号に掲

げる休

憩所、

給油所
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乗じて

得た額

乗じて

得た額

に限る。

）の路面

下に設け

るもの

及び自

動車修

理所 Ａに 0

．015を

乗じて

得た額

Ａに 0

．011を

乗じて

得た額

階数が３

のもの

Ａに 0

．016を

乗じて

得た額

Ａに 0

．013を

乗じて

得た額

階数が４

以上のも

の

Ａに 0．018を乗

じて得た額

その他のもの

備考

１〜６ ［略］

７ Ａは、近傍類似の土地（令第７条第８号に掲げる休憩

所、給油所又は自動車修理所について近傍に類似の土地

が存しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成

上の諸要素が類似した土地）の時価を表すものとする。

８・９ ［略］

及び自

動車修

理所

Ａに 0．025を乗

じて得た額

その他のもの

備考

１〜６ ［略］

７ Ａは、近傍類似の土地（令第７条第11号に掲げる休憩

所、給油所又は自動車修理所について近傍に類似の土地

が存しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成

上の諸要素が類似した土地）の時価を表すものとする。

８・９ ［略］

附 則

この条例は、平成21年４月１日から施行する。

宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第44号

宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

宮崎県立病院事業の設置等に関する条例（昭和41年宮崎県条例第44号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第２（第６条関係）

［略］

別表第２（第６条関係）

［略］

金 額単 位料 金 等

［略］

13万円を超えない範囲内にお

いて管理者が定める額

１児につき３ 分娩料
べん

［略］

療養費用算定方法若しくは医

療費用算定基準又は実費を基

準として管理者が定める額

１件につき６ 第１号から

第５号までに

掲げるものの

ほか、病院を

利用する場合

の料金等

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成20年12月24日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県条例第45号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。

金 額単 位料 金 等

［略］

18万円を超えない範囲内にお

いて管理者が定める額

１児につき３ 分娩料
べん

［略］

診療報酬算定方法又は実費を

基準として管理者が定める額

１件につき６ 第１号から

第５号までに

掲げるものの

ほか、病院を

利用する場合

の料金等
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改正後改正前

（定時制通信教育手当） （定時制通信教育手当）

第６条の３ 高等学校で定時制の課程又は通信制の課程を置くもの 第６条の３ 高等学校で定時制の課程又は通信制の課程を置くもの

の校長（本務として当該高等学校の校長の職にある者に限る。） の校長（本務として当該高等学校の校長の職にある者に限る。）

及び教員（定時制の課程又は通信制の課程に関する校務を整理す 、副校長（本務として定時制の課程又は通信制の課程に関する校

る教頭並びに本務として定時制教育又は通信教育に従事する教諭 務をつかさどる者に限る。）及び教員（定時制の課程又は通信制

、養護教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の者及び再任 の課程に関する校務を整理する教頭、本務として定時制の課程若

用短時間勤務職員に限る。）及び実習助手（高等学校の定時制教 しくは通信制の課程に関する校務の一部を整理し、又は本務とし

育及び通信教育振興法施行令（昭和29年政令第 312号）第１条各 て定時制教育若しくは通信教育に従事する主幹教諭並びに本務と

号に定める者に限る。）に限る。）には、その者の給料月額に 1 して定時制教育又は通信教育に従事する指導教諭、教諭、養護教

00分の６（管理職手当を受ける者にあっては、その職務の複雑、 諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の者及び再任用短時間

困難及び責任の度合による区分に応じ、 100分の４を超えない範 勤務職員に限る。）及び実習助手（高等学校の定時制教育及び通

囲内において人事委員会規則で定める割合）を乗じて得た額を定 信教育振興法施行令（昭和29年政令第 312号）第１条各号に定め

時制通信教育手当として支給する。ただし、当該教員（管理職手 る者に限る。）に限る。）には、その者の給料月額に 100分の６

当を受ける者を除く。）のうち、夜間定時制の課程に勤務するこ （管理職手当を受ける者にあっては、その職務の複雑、困難及び

とを本務としないものにあっては、その額は、その者の給料月額 責任の度合による区分に応じ、 100分の４を超えない範囲内にお

に 100分の３を乗じて得た額とする。 いて人事委員会規則で定める割合）を乗じて得た額を定時制通信

教育手当として支給する。ただし、当該教員（管理職手当を受け

る者を除く。）のうち、夜間定時制の課程に勤務することを本務

としないものにあっては、その額は、その者の給料月額に 100分

の３を乗じて得た額とする。

２ ［略］ ２ ［略］

（産業教育手当） （産業教育手当）

第６条の４ 農業、水産又は工業に関する課程を置く県立の高等学 第６条の４ 農業、水産又は工業に関する課程を置く県立の高等学

校の教員（教頭、教諭、助教諭及び講師（常時勤務の者及び再任 校の教員（副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭及

用短時間勤務職員に限る。）をいう。）で、高等学校の農業若し び講師（常時勤務の者及び再任用短時間勤務職員に限る。）をい

くは農業実習、水産若しくは水産実習又は工業若しくは工業実習 う。）で、高等学校の農業若しくは農業実習、水産若しくは水産

の教諭又は助教諭の免許状を有する者（教育職員免許法（昭和24 実習又は工業若しくは工業実習の教諭又は助教諭の免許状を有す

年法律第 147号）附則第２項の規定により高等学校の農業、農業 る者（教育職員免許法（昭和24年法律第 147号）附則第２項の規

実習、水産、水産実習、工業又は工業実習を担任する教諭の職に 定により高等学校の農業、農業実習、水産、水産実習、工業又は

あることができる者を含む。）が、当該農業、水産又は工業に関 工業実習を担任する主幹教諭、指導教諭又は教諭の職にあること

する課程において、実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目 ができる者を含む。）が、当該農業、水産又は工業に関する課程

を主として担任する場合には、その者に対し、その者の給料月額 において、実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目を主とし

に 100分の５（定時制通信教育手当を受ける者にあっては、 100 て担任する場合には、その者に対し、その者の給料月額に 100分

分の３）を乗じて得た額を産業教育手当として支給する。 の５（定時制通信教育手当を受ける者にあっては、 100分の３）

を乗じて得た額を産業教育手当として支給する。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当）

第８条の６ ［略］ 第８条の６ ［略］

２ 前項において、「教育職員」とは、校長、教頭、教諭、助教諭 ２ 前項において、「教育職員」とは、校長、副校長、教頭、主幹

その他の職員で人事委員会規則で定めるものをいう。 教諭、指導教諭、教諭、助教諭その他の職員で人事委員会規則で

定めるものをいう。

３ ［略］ ３ ［略］

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第３イを次のように改める。
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（市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部改正）

第２条 市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年条例第26号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（特殊勤務手当） （特殊勤務手当）

第４条 ［略］ 第４条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 教員特殊業務手当は、小学校又は中学校に所属する教頭、教諭 ４ 教員特殊業務手当は、小学校又は中学校に所属する副校長、教

、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭又は講師で職務の級 頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、

が教育職給料表の１級又は２級のものが次に掲げる業務に従事し 養護助教諭又は講師で職務の級が教育職給料表の１級、２級又は

た場合において、その業務が心身に著しい負担を与えると教育委 特２級のものが次に掲げる業務に従事した場合において、その業

員会が認める程度に及ぶときに支給する。 務が心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める程度に及ぶ

ときに支給する。

（１）〜（４） ［略］ （１）〜（４） ［略］

５ 前項の手当の額は、業務に従事した日１日につき、次に掲げる ５ 前項の手当の額は、業務に従事した日１日につき、次に掲げる

額とする。 額とする。

（１） 前項第１号アの業務 3，200円（ （１） 前項第１号アの業務 6，400円（

被害が特に甚大な非常災害（教育委員会の定めるものに限る。 被害が特に甚大な非常災害（教育委員会の定めるものに限る。

）の際に、心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める業 ）の際に、心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める業

務に従事した場合にあっては、当該額にその 100分の 100に相 務に従事した場合にあっては、当該額にその 100分の 100に相

当する額を加算した額） 当する額を加算した額）

（２） 前項第１号イ及びウの業務 3，000円 （２） 前項第１号イ及びウの業務 6，000円

（３） 前項第２号の業務 2，100円 （３） 前項第２号の業務 3，400円

（４） 前項第３号及び第４号の業務 1，700円 （４） 前項第３号の業務 3，400円

（５） 前項第４号の業務 2，400円

６ 教育業務連絡指導手当は、小学校又は中学校に所属する教諭又 ６ 教育業務連絡指導手当は、小学校又は中学校に所属する主幹教

は養護教諭のうち、当該学校を所管する教育委員会が地方教育行 諭、指導教諭、教諭又は養護教諭のうち、当該学校を所管する教

政の組織及び運営に関する法律第33条第１項の規定に基づき定め 育委員会が地方教育行政の組織及び運営に関する法律第33条第１

た教育委員会規則の規定により置かれる教務その他の教育に関す 項の規定に基づき定めた教育委員会規則の規定により置かれる教

る業務についての連絡調整及び指導助言に当たる主任等でその職 務その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に

務が困難であるとして教育委員会の定めるものの職務を担当する 当たる主任等でその職務が困難であるとして教育委員会の定める

教諭又は養護教諭が、当該担当に係る業務に従事したときに支給 ものの職務を担当する主幹教諭、指導教諭、教諭又は養護教諭が

する。 、当該担当に係る業務に従事したときに支給する。

７ ［略］ ７ ［略］

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当）

第５条の３ ［略］ 第５条の３ ［略］

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、２万 200円を超えない範囲 ２ 義務教育等教員特別手当の月額は、１万 5,900円を超えない範

内で、職務の級及び号給（再任用職員にあっては、職務の級）の 囲内で、職務の級及び号給（再任用職員にあっては、職務の級）

別に応じて、人事委員会規則で定める。 の別に応じて、人事委員会規則で定める。

３ 第１項において「教育職員」とは、校長、教頭、教諭、助教諭 ３ 第１項において「教育職員」とは、校長、副校長、教頭、主幹

その他の職員で人事委員会規則で定めるものをいう。 教諭、指導教諭、教諭、助教諭その他の職員で人事委員会規則で

定めるものをいう。

４ ［略］ ４ ［略］

別表を次のように改める。
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（県立学校職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第３条 県立学校職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和34年宮崎県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（漁ろう実習指導等業務手当） （漁ろう実習指導等業務手当）

第４条 漁ろう実習指導等業務手当は、県立宮崎海洋高等学校に勤 第４条 漁ろう実習指導等業務手当は、県立宮崎海洋高等学校に勤

務する教諭及び実習助手が、同校の実習船に乗り組み、水産に関 務する主幹教諭、指導教諭、教諭及び実習助手が、同校の実習船

する観測、調査、試験、実習指導等の業務に従事したときに支給 に乗り組み、水産に関する観測、調査、試験、実習指導等の業務

する。 に従事したときに支給する。

２ ［略］ ２ ［略］

（教員特殊業務手当） （教員特殊業務手当）

第５条 教員特殊業務手当は、中学校、高等学校、中等教育学校又 第５条 教員特殊業務手当は、中学校、高等学校、中等教育学校又

は特別支援学校に所属する教頭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助 は特別支援学校に所属する副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、

教諭、養護助教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級 教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助

が給与条例別表第３イの２級又は１級のものが次に掲げる業務に 手又は寄宿舎指導員で職務の級が給与条例別表第３イの特２級、

従事した場合において、その業務が心身に著しい負担を与えると ２級又は１級のものが次に掲げる業務に従事した場合において、

教育委員会が認める程度に及ぶときに支給する。 その業務が心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める程度

に及ぶときに支給する。

（１）〜（５） ［略］ （１）〜（５） ［略］

２ 前項の手当の額は、業務に従事した日１日につき、次に掲げる ２ 前項の手当の額は、業務に従事した日１日につき、次に掲げる

額とする。 額とする。

（１） 前項第１号アの業務 3，200円（ （１） 前項第１号アの業務 6，400円（

被害が特に甚大な非常災害（教育委員会の定めるものに限る。 被害が特に甚大な非常災害（教育委員会の定めるものに限る。

）の際に、心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める業 ）の際に、心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める業

務に従事した場合にあっては、当該額にその 100分の 100に相 務に従事した場合にあっては、当該額にその 100分の 100に相

当する額を加算した額） 当する額を加算した額）

（２） 前項第１号イ及びウの業務 3，000円 （２） 前項第１号イ及びウの業務 6，000円

（３） 前項第２号の業務 2，100円 （３） 前項第２号の業務 3，400円

（４） 前項第３号及び第４号の業務 1，700円 （４） 前項第３号の業務 3，400円

（５） 前項第４号の業務 2，400円

（５） 前項第５号の業務 900円 （６） 前項第５号の業務 900円

（教育業務連絡指導手当） （教育業務連絡指導手当）

第６条 教育業務連絡指導手当は、中学校、高等学校、中等教育学 第６条 教育業務連絡指導手当は、中学校、高等学校、中等教育学

校又は特別支援学校に所属する教諭又は養護教諭のうち、地方教 校又は特別支援学校に所属する主幹教諭、指導教諭、教諭又は養

育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第 護教諭のうち、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

33条第１項の規定に基づき定めた教育委員会規則の規定により置 31年法律第 162号）第33条第１項の規定に基づき定めた教育委員

かれる教務その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指 会規則の規定により置かれる教務その他の教育に関する業務につ

導助言に当たる主任等でその職務が困難であるとして教育委員会 いての連絡調整及び指導助言に当たる主任等でその職務が困難で

の定めるものの職務を担当する教諭又は養護教諭が、当該担当に あるとして教育委員会の定めるものの職務を担当する主幹教諭、

係る業務に従事したときに支給する。 指導教諭、教諭又は養護教諭が、当該担当に係る業務に従事した

ときに支給する。

２ ［略］ ２ ［略］

（義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正）

第４条 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年宮崎県条例第47号）の一部を次のように改正する

。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（定義） （定義）

第２条 ［略］ 第２条 ［略］

２ この条例において「教育職員」とは、義務教育諸学校等の校長 ２ この条例において「教育職員」とは、義務教育諸学校等の校長

、教頭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師 、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教

（常時勤務の者及び地方公務員法第28条の５第１項に規定する短 諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の者及び地方公務員法

時間勤務の職を占める者に限る。）、実習助手及び寄宿舎指導員 第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める者に限る。

をいう。 ）、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。
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（教育職員の教職調整額の支給） （教育職員の教職調整額の支給）

第３条 教育職員（校長及び教頭を除く。第７条において同じ。） 第３条 教育職員（校長、副校長及び教頭を除く。第７条において

には、その者の給料月額の 100分の４に相当する額の教職調整額 同じ。）には、その者の給料月額の 100分の４に相当する額の教

を支給する。 職調整額を支給する。

２ ［略］ ２ ［略］

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第２条中市町村立学校職員の給与等に関する条例第４条第５項の改正規定、第

３条中県立学校職員の特殊勤務手当に関する条例第５条第２項の改正規定及び附則第３項の規定は公布の日から、第２条中市町村立学校

職員の給与等に関する条例第５条の３第２項の改正規定は平成21年１月１日から施行する。

２ 第２条の規定による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例第４条第５項及び第３条の規定による改正後の県立学校職員の特

殊勤務手当に関する条例第５条第２項の規定は、平成20年10月１日から適用する。

（給与の内払）

３ 第２条の規定による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例第４条第５項及び第３条の規定による改正後の県立学校職員の特

殊勤務手当に関する条例第５条第２項の規定を適用する場合においては、第２条の規定による改正前の市町村立学校職員の給与等に関す

る条例及び第３条の規定による改正前の県立学校職員の特殊勤務手当に関する条例の規定に基づいて支給された教員特殊業務手当は、そ

れぞれ第２条の規定による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例及び第３条の規定による改正後の県立学校の特殊勤務手当に

関する条例の規定による教員特殊業務手当の内払とみなす。
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